
提出書類について 1⃣（ 2022 年度後期授業料免除継続申請）         学部⽣【A】

① 全員が提出する書類

② 該当者のみ提出する書類
2022 年度後期授業料免除継続申請書の１の質問３〜５に「□はい」と回答した場合および２で前期申請時か
ら変更があった項⽬がある場合は、下表で必要な書類を確認の上、提出してください。

家族に関する情報
番号 該当する項⽬ 提出書類等 書類番号

3
2022 年 4 ⽉ 1 ⽇〜9
⽉ 30 ⽇の⾵⽔害･盗
難･⽕災等被害

・被災証明書，被害届受理番号がわかる書類，被害額の証明書
類（様式随意）

4

雇⽤保険受給者 雇⽤保険⾦受給明細書
（受給⾦額を記載したもの。両⾯をコピーすること）

家計⽀持者の別居 「家計⽀持者の別居（単⾝赴任等）に係る⽀出状況報告書」
（別紙 5）及び領収書

別紙 5

⻑期療養者 「⻑期療養に係る計算表」（別紙 4）及び領収書
※前期に提出済の場合，診断書の提出は不要

別紙 4

5 独⽴⽣計者（本⼈）
または留学⽣

「経済⽣活状況申告書」（別紙 8）
※指導教員の所⾒は留学⽣であっても不要
 5 ⽉ 1 ⽇以降に独⽴⽣計者となった者については，所得税法
上，⽗⺟等の扶養親族でないことを証明できる書類

別紙 8

前期分授業料免除申請（4 ⽉ 1 ⽇時点）から変更があった情報
番号 変更があった項⽬ 提出書類等 書類番号

１ 世帯の構成員

2022 年 9 ⽉ 1⽇以降に取得した｢世帯全員の住⺠票｣
前期申請時から世帯の構成員に変更がある場合（同居・別居等）
に提出してください。住⺠票を移動していない場合は，別居し
ていることがわかる書類（賃貸契約書の写し等）も必要です。
（就学者除く）

２

世帯構成員の就学状
況
(⼤学・専⾨学校以上
に在籍している場合
のみ)

在学証明書(2022年 10⽉ 1 ⽇以降に発⾏)
国⽴学校の在籍者は在学証明書に代えて「別紙６」を提出して
ください。新たに就学者となった（変更があった）場合は，通
学区分について、申請書の詳細情報に記⼊してください。

別紙６

３ 世帯員（本⼈含む）の
職業・収⼊状況(兄弟
姉妹を除く)

〇転職・退職・新規就職・雇⽤形態変更（再雇⽤等）の場合
① 前職の退職証明書または退職⽇がわかる書類（退職⽇付

記載の源泉徴収票の写しなど）。
② 現職の「給与⽀払（⾒込）証明書」（別紙 3）。

〇アルバイトの場合：「アルバイトの収⼊証明書」（別紙 2）
 または直近 3 か⽉の給与明細の写し。
○事業・⾃営業を起業した，または廃業した場合：窓⼝に直接
状況を伝え，相談してください

〇新型コロナウィルス感染症の影響により家計急変した場合
（家計⽀持者）は，追加の書類を併せて提出してください。

別紙 3

別紙 2

学⽣掲⽰板
に掲⽰

４
世帯員のその他(上
記 2 以外)の収⼊状
況(兄弟姉妹を除く)

・収⼊状況のわかる書類の写し（年⾦振込通知⼜は年⾦決定(改
定)通知，賃料領収書，傷病⼿当⾦⽀給通知，⽣活保護決定(変
更)通知，児童扶養⼿当⽀給(改定)通知等）

1
2022 年度
後期授業料免除継続申請書

本学所定様式
・すべての内容について記⼊してください。
・現住所は住⺠票の住所ではなく、実際住んでいる住所を記⼊して
ください。
・通学区分について、留学⽣及び独⽴⽣計者は「⾃宅」を選択して
ください。

2
令和４年度の所得・課税証明書
(原本)
＊市区町村発⾏

本⼈を含む世帯内全員の最新の所
得・課税証明書
＊提出⽇から３か⽉以内に交付さ
れたもの（兄弟姉妹は不要）

所得がない場合でも、提出が必
要です。⾮課税証明書等の名称
になる場合があります(⾃治体
により名称は異なります)

3 2022 年度後期分 ⼤学制度の授業料免除申請に係る確認書 提出書類 2⃣を確認



提出書類について  2⃣

2022 年度後期分 ⼤学制度の授業料免除申請に係る確認書について

給付奨学⽣（⾼等教育修学⽀援新制度）は
2022年 10⽉ 1 ⽇からの⽀援区分をスカラネットで確認し、⽀援区分の画⾯を印刷して提出。
□⾼等教育の修学⽀援新制度採⽤者（⽇本学⽣⽀援機構給付奨学⽣）該当する⽀援区分に
☑をいれてください。

＊後期授業料免除に申請できるのは、下記の⽀援区分の奨学⽣及び⽀援対象外となる学⽣です。

2019 年以前⼊学 学部⽣              2020 年度以降⼊学 学部⽣

⽀援区分 Ⅱ（2/3 ⽀援）              ⽀援区分 Ⅲ（1/3⽀援）
または、Ⅲ（1/3⽀援）

給付奨学⽣(⾼等教育修学⽀援新制度)でない場合
2021 年度の所得情報でシミュレーションし （進学資⾦シミュレーター-JASSO）
⽀援対象に該当するか確認してください。

該当する場合、新制度に申請する必要があります。
□⾼等教育の修学⽀援新制度採⽤者（2022年在学採⽤〔⼆次採⽤〕に申請予定）
☑を⼊れてください。

 該当しない場合
□⾼等教育修学⽀援新制度の⽀援要件対象外のため、申請不可
理由に☑を⼊れてください。

＊収⼊基準外の場合
進学資⾦シミュレーター「給付型奨学⾦シミュレーション（保護者の⽅向け）」
実施結果の画⾯を印刷して提出。

⾼等教育修学⽀援新制度の在学採⽤の家計基準は、
4 ⽉申請と 10 ⽉申請では下記のように異なります。
そのため 4⽉に不採⽤でも後期の⽀援が受けられる可能性があります。
4 ⽉は 2020 年 1 ⽉〜12 ⽉の家計基準で判定、10 ⽉は 2021年 1 ⽉〜12⽉の家計基準で判定。


